





























Why Community Transport Matters
Proving the case for community transport and its positive impact on health,wellbeing and communities１
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Translation supervised by HIGUCHI Kouichi
Translated by TOYONAGA Shugo, MIMURA Soki,HIGUCHI Kouichi
　This report is constructed by two studies. The first study “Tackling Loneliness and Isolation Through Community 
Transport” was prepared by Deloitte and it is an in-depth study of the effect that community transport can have on 
loneliness and isolation among over-60s across the UK.
　The Second study “A Practical Method for Measuring Community Transport Social Value” was worked through the 
London Strategic Community Transport Forum （LSCTF） to develop a  new practical sharable method for many 
community transport organizations to work out the social value of the benefit that they provide individually or collectively.
They present  that community transport is an important – but often invisible – part of the solution for social and public 
problems of the UK.
キーワード：コミュニティトランスポート，地域公共交通，非営利セクター，チャリティ，社会的価値






























































































































































































































































































また時々孤独であると報告する人は31から34％の間で変動している。この情報は，The English Longitudinal Study of 




年齢層 時々 頻繁 合計
60－69 7％ 22％ 29％
70－79 9％ 22％ 31％
80以上 17％ 29％ 46％









年 時々孤独を感じる 頻繁に孤独を感じる 合計
2014 400万人 125万人 525万人
2030 535万人 168万人 703





























































































































出典：NELSON,W.,（2014）The Future of Loneliness,Friend of the Elderly,デロイト社の分析
　これらのステップが孤独で孤立した高齢者が210万人である最善のケースと420万人の最悪のケースの場合のシナリ
オが示される。
３．コストの特定
　我々は，政府支出に対して最大の効果を発揮し，かつ孤独と孤立に対して最も有効であると我々の専門家が考えた5
つのキー（鍵となる）コスト（それは英国とイーリングの双方において上記の表のコストを節約できると確認できるよ
123
何故コミュニティトランスポートは重要なのか　－コミュニティトランスポートの事例及び医療・福祉・地域コミュニティに対するその効果の検証－
うに）を選択してみた。もちろん今後の研究では他の様々なコストを加えることもできようが，我々が焦点をあてて選
んだものは以下のものである。
・施設入所型または看護型ケア開始の早まり
・訪問看護とデイケアの増加
・緊急入院率の増加
・かかりつけ医往診率の増加
・救急外来数の増加
４.選ばれたコストの財政的価値の定量化
　政府分として計上されるキーコストを特定した後，我々は政府の個別の費用の発生から政府の年間コストを確定する
ために，中央及び地方政府による医療・福祉ケアの出費についての広範な報告書を使用した。これらの計算は国家レベ
ルで出てくるのだが，地方単位でも同様になされうる。しかし，もしこれらのコストに関する地方の出費のデータが利
用できるならば，より正確な計算が可能である。
医療・福祉ケアに関する１件ごとの政府のコスト
コスト 説明 １件ごとの政府コスト
施設入所型または看護型ケア開始の早まり 入所型または看護型ケアに資金投資
する政府の年間コスト
17,081ポンド
訪問看護とデイケアの増加 在宅及びデイケアのサービスを必要
とする個人への政府の年間コスト
4,335ポンド
緊急入院率の増加 緊急入院の一件当たりの費用 2,184ポンド
かかりつけ医往診率の増加 通院の代わりにかかりつけ医の往診
を必要とする個人あたりの年間費用
646ポンド
救急外来数の増加 救急外来一件あたりの費用 114ポンド
出典：デロイト社の分析
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５．孤独でない人々における事案発生割合の見込みの確定
　一つの事案発生１件ごとの政府の財政コストが分かれば次は（60歳以上の）孤独でない人全体にわたっての当該事
案の発生割合の見込みだが以下のように決定することができる。繰り返しになるが，これらの概算は国家レベルで出て
くるけれども，バリエーションはあまりないだろうが地方レベルでデータが利用できる場合は，より正確な計算が産み
出せるだろう。
医療と福祉ケアコストの発生割合
コスト 説明
孤独ではない人々における発生
最小
（最善の場合）
最大
（最悪の場合）
施設入所型または看護
型ケア開始の早まり
60歳以上の人のうち政府の資金援助を受けている
入所型または看護型施設にいる人の割合
1.5% 1.3%
訪問看護とデイケアの
増加
60歳以上の人のうち政府の資金援助を受けている
訪問看護・デイケアを利用する人の割合
2.9% 2.5%
緊急入院率の増加
緊急入院者のうち60歳以上の年間平均人数割合，
これを年間の（緊急）入院した人の割合と見なす。
16.1% 13.8%
かかりつけ医往診率の
増加
在宅の状況でかかりつけ医の往診が起こる割合，こ
れを往診を必要とする人々の割合と見なす。
2.1% 1.4%
救急外来数の増加
かかりつけ医への通院者のうち60歳以上の年間平
均人数割合，これを年間での救急外来を受けた人の
割合と見なす。
32.0% 27.4%
出典：デロイト社の分析
６．孤独と孤立のために追加的に起こるコストの測定
　孤独と孤立の経済的コストを理解するための最終段階は，孤独で孤立した人がそうでない人と比べてどれだけ多くの
コストが発生するのかということを理解することである。
孤独で孤立した人々においてコストが発生する可能性の割合
費　　　用
発生可能性における孤独で孤立した人々の追加比率
最小（最善の場合） 最大（最悪の場合）
施設入所型または看護型ケア開始の早まり 75% 100%
訪問看護とデイケアの増加 75% 100%
緊急入院率の増加 75% 100%
かかりつけ医往診率の増加 300% 400%
救急外来数の増加 75% １00%
出典：デロイト社の分析
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Ⅱ）CTの効果を算定するための二つのステップ
１．孤独の拡大の抑制
　最初に吟味される部分は，CTのサービスは地域における孤独と孤立の人口をどれだけ減じることができるのか，と
いうことである。これはたくさんのチャンネルを通じて起こっているが，まず最初は運転手と他の乗客との相互作用を
通じてのものであり，2番目はおそらくこちらの方が重要なことだがCTが日常のサービス利用へのアクセス，そして昼
食会クラブのようなお年寄りがCTが無ければ参加できなかった社会との接点などを供給していることである。
　CTサービスは孤独の拡大を抑制するサービスを提供する。私たちが示そうとしている見積もりは，CTをもっと活用
することで実現できるさらなる利益の計上である。次に示す私たちの見積もりは極めて控え目なものと考える。さらに
それらは英国全体に対するものであるが，地域ごとに適合するよう改良しようとするなら可能なものである。
CTによる孤独と孤立の拡大の抑制
最小値（最悪の場合） 最大値（最善の場合）
孤独と孤立の拡大の抑制比率 15％ 20％
出典：控え目な評価によるデロイト社の分析
2．孤独と孤立の人口が引き起こすコスト増見込みの抑制
　孤独と孤立の結果として国が負う健康・福祉ケアのコストに対してCTが効果を発揮する第2の方法は，孤独と孤立の
人口が引き起こすコスト増見込みの抑制，たとえば仮に孤独と孤立の人口において50％の比率で起こるコストがある
とし，CTによってこの増加比率を25％減じたならば，孤独と孤立の人口が引き起こすコストの増加比率をCTによって
37.5％にまで下落することになるのである。また我々の試算ではCTサービスのさらなる利用によってより多くの効果
が達成できることを把握している。
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CTによるコスト抑制
コスト
孤独と孤立の人口が引き起こすコスト増見込みの抑制率
最小値（最悪の場合） 最大値（最善の場合）
施設入所型または看護型ケア開始の早まり 15％ 20％
訪問介護とデイケアの増加 15％ 20％
緊急入院率の増加 20％ 25％
かかりつけ医往診率の増加 40％ 50％
救急外来件数の増 20％ 25％
出典：デロイト社の分析
Ｅ）CTが実現できる節減の見積もり
　このように私たちはCTがなし得るものが孤独と孤立だけでなく，英国全体あるいはもっと数多くの地方レベルで孤
独と孤立に対するサービスコストもあることを理解したので，結果としてCTがなし得る節減の見積もりをすることが
可能になった。
　英国全体の60歳以上の人口は本研究時点で14.1百万人で，英国の60歳以上の孤独で孤立した人口の概算は2.1から
4.2百万人の間と見積もられている。
政府全体（国および地方自治体の両方を含む）における以前に計算した5つのコストは年間で13億から29億ポンドの
間と見積もられている。
　CTがなし得る節減額を見積もるためには，まず孤独で孤立した個人の高齢者人口の規模をCTがどれだけ抑制できる
のかを考察する必要がある。孤独と孤立の拡大の基準線を「最善」「最悪」のケースに分けてCTの効果の最大値と最
小値を考察することによって，孤独で孤立した個人の高齢者人口の規模のCTを通じた抑制可能数を313千人から835千
人の間と見積もった。
　つぎに孤独と孤立に関するCTの効果を考えてみよう。孤独で孤立した個人の高齢者人口の規模抑制の「最善」と
「最悪」，そして孤独で孤立した人口にかかるコスト増の抑制の「最善」と「最悪」を考察することによって，CTを
通じ実現した政府の利益を年間4億から11億ポンドの間と見積もることができた。
英国全体におけるCTの利益見積もり
コスト
CTからの年間利益見積もり
最悪のケース 最善のケース
施設入所型または看護型ケア開始の早まり 113百万ポンド 337百万ポンド
訪問介護とデイケアの増加 54百万ポンド 161百万ポンド
緊急入院率の増加 176百万ポンド 503百万ポンド
かかりつけ医往診率の増加 41百万ポンド 89百万ポンド
救急外来件数の増 18百万ポンド 52百万ポンド
合計 4億ポンド 11億ポンド
出典：デロイト社の分析
これは地域・地方レベルではどうなるか？
　ECTチャリティが本拠を置くイーリング自治区では，孤独で孤立した高齢者人口の規模のCTを通じた抑制可能数を
1.1千人から３千人の間と見積もっている。したがって，イーリング自治区においてCTを通じて年間に政府が実現し得
る利益の範囲を下記のとおり1.4百万から4.1百万ポンドの間，すなわち想定コストの40％以上と見積もられている。
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イーリング自治区におけるCTの利益見積もり
コスト
ＣＴからの年間利益見積もり
最悪のケース 最善のケース
施設入所型または看護型ケア開始の早まり 404千ポンド 1,199千ポンド
在宅・ディケアサービスの増加 193千ポンド 573千ポンド
緊急入院率の増加 627千ポンド 1,794千ポンド
かかりつけ医往診率の増加 147千ポンド 317千ポンド
救急外来件数の増 65千ポンド 186千ポンド
合計 1.4百万ポンド 4.1百万ポンド
出典：デロイト社の分析
「WCTは私の自立を手助けしてくれた。友達もできたし，買い物の日も愉しみだ。」
 CT利用者
Ｆ）結論
　孤独と孤立こそが社会において深刻化する問題であり，今後国家財政への圧迫を増大していくであろうことは明らか
である。これらは，放置されるならば公的サービスに重大な負荷を及ぼすであろう。そして，地方自治体が大幅な経費
削減をとくにしなければならない時にあって，公的サービスが他の不可欠な医療問題にその資源を充当できなくしてし
まうのである。
　同時に，孤独で孤立した人々がそのニーズに対処し自らの生活の質を維持することを支えるべき自発的な見守りと支
援（それは通常は家族によって供給されるべきものだが，）にかかるコストは（まったく認識されていないのだが，）
莫大なものがある。この支援が国民に課する負担は過大であり，介護する側の人たち自身が往々にして孤独で孤立しが
ちであって，負の連鎖を生じつつある。
　さらに言えば，孤独と孤立の問題はもはやその場凌ぎの方法で片付くものではない。その問題の規模と対処できる資
源が絞られていることの双方から，サービスを支えるネットワークが限界点にまで追い詰められる危機を迎えている。
この結果は，単に当事者である個々の人々，つまり諸サービスが自らのニーズに合っていないが故に自分たちの健康と
生活の質が悪化していると感じている人たちだけでなく，増税か，もしくは公的支出の転用かでこの問題に対する負担
を強いられるか，あるいは自らが享受するサービスが低下することが避けられなくなるもっと広範な社会の人々も気づ
くことになるだろう。
　CT組織はこの両方の問題に対する鍵となる仕組みであり，かつ今後さらにそうなっていく可能性がある。CTは高齢
者が自立を続け，社会に参加し，そしてさもなければ存在したであろう障壁を取り除くことを可能にする。結果とし
て，お年寄りがその普通の日常生活を続け，自ら個人のニーズに対処し適切な公共サービスにアクセスするための社会
とのつながりを維持することをより多く実現する。重要なことは，CT事業者が，公的または私的セクターという伝統
的な事業者が充足し得なかったユニークなサービスを提供しているということである。
「このサービスが無ければ，私も含めて我々の多くは家の中に縛られてどこにも出かけられなかっただろう。」
 CT利用者
　実際のところ，お年寄りが自分が家を出て自らが求めるサービスにアクセスする方法を案内してほしいという付加的
なサポートを求めることがよくある。結局，しばしば国に最も多くの費用をかけさせるのはこの「到達困難な（hard-
to-reach）」人たちであり，この場合こそCTが未対処の需要に到達するという最も大きな役割を果たすことができるこ
となのである。CTは費用効果が高い方法でこれを容易にし，より広範囲の人々が外出することを可能にする。さらに
言えば，「単身者地図（loneliness maps）」を使えばサービス提供者が需要のある人々をより効果的に対象化できるの
である。そこでは乗り物がとくに適している。献身的なスタッフやボランティアが利用者の親しみやすさと保護介護そ
して安全への需要に適合するよう訓練されている。ひ弱な人たちが快適性を感じ，安心して移動できるようにすること
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がCTの核心的な目的である。
　孤独と孤立した人々のこの拡大する需要と公的財政の見通しからくるこの問題に対処するための増大するニーズに適
合させるため，予防と早期介入が鍵となる最優先事項とならざるを得ない。本研究が示したとおりCTのスキームは，
孤独と孤立の原因と結果の双方に対処する実績を築き上げてきており，かつ社会コストと経済コストへの取組みにおい
て役割を果たすことができる。現実にこの研究は，このスキームを水平展開することによって医療と福祉ケアのコスト
の三分の一以上を節減できる，ということを示唆しているのである。
ケーススタディ：
　ポール・プレストンは82歳で車椅子生活である。彼は80歳を超えた妻のジルと同居しその日常介護を受けてい
る。ジルは夫と外出することは無理と分かっていた，というのはタクシーの料金は高く，乗り物はポールの車椅子
を載せられないことが多いからだ。二人同居し都市部に住みながら，二人は孤立感と外部世界との断絶を感じてい
た。5年前に彼らがイーリング自治区の自分の地域のCTを利用するようになって，彼らの生活は一変した。
　「大抵の場合私たちは出かけるのも一緒，運転手さんは家から最寄りのランチ会のクラブに，また場合によって
はクリニックに連れていってくれるのよ。クラブで友達に会うのはとても愉しみだわ。電話でおしゃべりするだけ
よりもずっとずっといいわ。ポールと私は外出したあとはいつも幸せを感じるの。笑ったり他の人のお話を聞くの
は素敵なことだわ。」
　もしポールが外出の機会をもっていなかったら私は彼のこころの健康を心配したでしょうね。車椅子に乗せられ
介護されることが彼には苦痛なのです。私は周囲に私たちを支えてくれる人たちがいると感じるからそれがポジ
ティブでいられる手助けをしてくれていると思うわ。私たちの子供や孫たちが自分がコミュニティの一部であり続
けられることを理解するのはいいことよ。」
「高齢者の間の孤独と孤立の困った影響への世間の認識が今ほど高まったことはかつてなかったが，社会全体とし
て我々は自らのコミュニティーへの絶えざる貢献を確かなものにする新しい方法を見つけなければならない。これ
は個人としての，また家族，隣人，コミュニティ，サービス事業者，そして当局者としての行動が求められるの
だ。」
　ジャネット・モリソン　インデペンデント・エイジ（ロンドンにあるチャリティ団体）
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Ⅱ．ＣＴの社会的価値を測定する実践的方法
Ａ）イントロダクション：CT組織にとっての分岐点
　ECTとしてデロイト社と一緒に研究を始めたと同時に，我々はまた，ロンドン戦略的CTフォーラムとそこで特設され
た社会的価値ワーキンググループ（イーリングCT，ウエストウェイCT，ワンズワースCTの代表者で構成）を通じた新
しい取組みの開始に支援を行った。当該グループはこれまでに成し得ていなかった何か新しいものの創造を開始した
が，それはCT組織がその規模の大小を問わず，個別にあるいは共同で供給できる利益の社会的価値を具体化する実践
的で共有可能な方法である。
　この作業の鍵になる駆動軸の一つが公共サービス（社会的利益）法（2012）の紹介であった。この法律は公的主体
に対し自分たちが委託したサービスがその管轄区域において経済的，社会的あるいは環境的に福祉を増進しているかを
考査することを求めている。社会的利益という概念での利益の範囲は拡大してきており，様々な方法で社会的効果，投
資の社会的還元や社会的利益を測定するためのモデルが多数存在する。
　これらのモデルの多くは利点をもつのだが，CTの分野に実際にぴったりするものはないと信じられてきた。完全な
組織にのみ社会的価値を置くことを求めるよりも，ここでのアプローチは限定された成果と限定された種類のサービス
にも価値があると見ることを可能にする。この方法によれば，それは私たちが履行できる仕事にマッチした成果である
入札参加や補助金を適用する上で有益なものとなるようデザインされている。そしてこれは重要なことだが，その目的
が全てのCT組織が過度の時間の消費と多額の費用の支出を伴うことなく，日常的に活用できる現実的な方法を見いだ
すことであった。それは，高価で一度限りの実行を想定したのでなく，準備が簡単でさらに継続が容易なようなものを
企図したものであった。
　その方法論によれば，今ではCT組織は自らの社会的価値を共通のフォーマットで測定することができるのである。
さらに参加した全ての組織の測定結果は比較対照することもできるというのである。
　結果が示すように，この方法論が社会福祉ケアに関する公共政策論において重大な貢献を成し遂げようとしているこ
とを我々は知ることになろう。
Ｂ）測定対象の決定
　ロンドンにある諸CTは高齢者，障害者，要援護者の移動上のニーズに合致した30年を越える実績を有している。
個々のケーススタディ，利用者アンケート調査，そして鍵となるステークホルダーへのインタビューがCTを通じて垣
間見られた利益を明らかにしている。
長いリストの中からロンドンCT協会は，潜在的に測定可能であると同時にCTの乗客にとって重要な６つの成果指
標を選び出した。それらは以下のとおりである。
１．自立した生活を可能にすること
２．社会との相互作用を促進すること。
３．ボランティアや地域コミュニティが入手できるトリップの可能性
４．ボランティアやボランティア組織の支援
５．個人の福祉への貢献
６．個人の健康への貢献
このように実践的方法論は，これらの社会的利益ついての財政的価値を評価するよう工夫された。
Ｃ）評価作業の状況
　最初の４つの成果指標については，効果の測定可能な単位（例えば買い物トリップ数など）が選定されており，さら
にその単位の財政的価値（例えば本人に代わって買い物をしたであろう介護者が節約できた時間の価値）は評価積算さ
れている。これらから，必要な生のデータをもつCT組織のいずれにも適用可能な方程式が引き出されたのである。
　調査の標準的な質問は，CTが人々の福祉に貢献しているか，という利用者の認識を図るようにデザインされた。
　今のところ，この調査方法の中でCTの健康面に関する貢献度を査定する数値は，福祉面との重複した数値以外はな
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い。しかし，本レポート「CTを通じた孤独と孤立への取り組み」におけるこのテーマにかかる経済的利益に関して，
より多くの探求がなされてきた。
　この方法論は合理的な仮説に基礎を置きつつ，最終的な正解を得てはいない。しかし，数値が新しい政策や方針決定
を形成し得る合理的な指標になる，ということは間違いない。
Ｄ）　ロンドン社会的価値スキームが進行中
　ロンドンのCT事業参加者の大部分（イーリングCT，ウエストウェイCT，ワンズワースCT，DABT，エンフィールド
CT，メートンCT，RaKAT，サットンCT，タワーハムレットCT）は，2015年10月に共通のフォーマットで継続的な
データ収集を開始している。
　グループを主導するプロジェクトの実施方針は，ロンドンでの調査方法論の参加を拡大するとともに，どのように
すれば都会や田舎を問わず全国の他の地域にCTを普及することができるかを全国CT協会（CTA）と議論することであ
る。さらに加えて，我々はCTが福祉，衛生ケアの成果をどれだけ改善できるかということについて公共政策の議論を
活性化しようと考えている。これによって，福祉的価値の測定が結論づけた意味づけから起こった現在進行中のワーク
ショップを巻き込むことができるだろう。これらはLSCTFのメンバーや他のCT事業者のみならず，地方自治体，委員
会，政治家，その他の関係者をも巻き込んでいくことだろう。
 以上
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何故コミュニティトランスポートは重要なのか　－コミュニティトランスポートの事例及び医療・福祉・地域コミュニティに対するその効果の検証－
15アンナ・ホイッティ（MBE）チーフエグゼクティブからは2020年10月13日付けレターにて翻訳許可を頂いた。ちなみにMBEは英
王室文化勲章称号。
後記（監訳者付記）
　現在の日本では地域公共交通が危機を迎えている。戦後のモータリゼーションに伴う公共交通利用者の激減によっ
て，とくに乗合バス路線の休廃止は高齢者や学生といった交通弱者と呼ばれる人たちを産み出した。それは長年法制度
上，バス事業を地域独占を前提とした厳格な免許制度によって一部公営を含む少数の民間事業者に委ねてきた結果であ
る。近時の規制緩和による路線廃止の自由化と相まってますますその状況は悪化したと言える。その穴埋めはやむを得
ず路線代行を事実上押しつけられた市町村営バスが行うこととなったが，財政上厳しい状況にあることは言うまでもな
い。近年，国土交通省はコミュニティバスは市町村が運営するものという定義を広めつつある。これは市場の失敗を安
直に行政（住民との関係で逃げ場のない自治体）の責任と負担に付け替えるものであり，私（市場）から公（行政）へ
という時代の退行と言っても過言ではなかろう。しかし，英国では見事にこれを回避した。それが他ならぬCTという
スキームの認知と奨励である。
　英国においてもわが国同様，有償の乗合バスについての厳格な免許制度があったが，1977年のミニバス法以来の数
次にわたる法改正によって徐々に非営利組織による有償運行が認められるようになった。とりわけ1985年の運輸法
改正はCTが公共交通として認知される契機となり，各地に多くのCT組織が創設されサービスが開始された。非営利を
ベースとするCTの発展の背景には，英国の慈善活動の伝統とともに「チャリティ（charity）」というボランティア団
体の登録制度（1960年制定のチャリティ法）による税制上の優遇措置がある。また，後にはブレア労働党政権による
社会的企業の重視やCIC（コミュニティ利益会社）の制度化がCTの後押しをしている。
　わが国でもNPO などの非営利組織による有償旅客運送が2006年の規制緩和によって一部可能となった。しかしなが
ら交通空白地での運行は既得権益に固執する既存事業者の合意という極めて高いハードルによってその成立事例はまだ
まだ少数にとどまっている。
　公でも私でもない新しい公共の担い手としてNPOや自治組織など非営利セクターへの期待が高まっている。先の民
主党政権の「新しい公共」や現自民党政権の「共助社会づくり」の提唱はその現れでもある。その意味で,英国におけ
るCTがこの新しいガバナンスの取組みのよいお手本になることは間違いない。
　本稿は2020年度前期の樋口ゼミの外書講読で取り上げたものである。ゼミ生である豊永，三村両氏にはコロナ禍の
もと時間外の作業も含めたいへんな苦労をおかけした。また，翻訳を快諾頂いたECTチャリティのアンナ・ホイッティ
（MBE）チーフエグゼクティブ15をはじめ関係者の皆さん，さらには紀要投稿にあたりお世話になった橋爪学部長と森
先生をはじめ編集委員の先生方に，訳者を代表してお礼申し上げたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2020年10月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監訳者　樋口浩一　
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